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（百万円未満切捨て） 
１．平成 30年３月期中間期の連結業績（平成 29年４月１日～平成 29年９月 30日） 
（１）連結経営成績                                                      （％表示は、対前年同期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する中間純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期中間期 847 － 19 － 2 － 0 － 
29年３月期中間期 － － － － － － － － 

（注） 中間包括利益    30年３月期中間期 0百万円（－％）  29年３月期中間期 － 百万円（－％） 

 
１株当たり 
中間純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益  

 円   銭 円   銭 

30年３月期中間期 1.21 － 
29年３月期中間期 － － 

（注）１．当社は、平成 29 年３月期中間期においては、中間連結財務諸表を作成していないため平成 29 年３月期中間期の

数値及び対前中間期増減率を記載しておりません。 

２．当社は、平成 29年 6月 30日付けで、普通株式１株につき 100株の割合で株式分割を行っております。前連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

30年３月期中間期 870 5 0.7 
29年３月期 752 9 1.3 

（参考）自己資本    30年３月期中間期 5百万円       29年３月期 9百万円 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金    

中間期末 期 末 合 計    

 円   銭 円   銭 円   銭    
29年３月期     0.00     600.00   600.00    
30年３月期     0.00      

30年３月期(予想)  － －    

（注）当社は、平成 29年 6月 30日付で普通株式１株につき 100株の株式分割を行っております。平成 29年３月期について

は当該株式分割前の実際配当額を記載しております。 

   期末の配当予想額は未定です。 

 

３．平成 30年３月期の連結業績予想（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日） 
（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 1,807 10.9 73 154.0 46 129.4 30 55.8 37.43 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無 

当社は、平成 29年６月 30日付で普通株式１株につき 100株の株式分割を行っております。連結業績予想の「１株当た

り当期純利益」につきましては、当該株式分割後の発行済株式数（自己株式数を除く）により算定しております。 



 

※ 注記事項 
 

（１）当中間連結会計期間における重要な子会社の異動 

（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
：無 

 新規 －社 (社名)  、除外 －社 (社名)  
 

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：無 
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：有 
 

（４） 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 30年３月期中間期 807,600株 29年３月期 807,600株 

② 期末自己株式数 30年３月期中間期 －株 29年３月期 －株 

③ 期中平均株式数 30年３月期中間期 807,600株 29年３月期中間期 －株 

（注）当社は、平成 29年６月 30日付けで、普通株式１株につき 100株の割合で株式分割を行っております。 

このため、当中間連結会計期間、前連結会計年度にかかる株式数につきましては、前連結会計年度の期首に株式分割

が行われたものと仮定して算定しております。 

 
※ 中間決算短信は中間監査の対象外です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報、および合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ
ります。 

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、中間決算短信（添
付資料）３ページの「１．当中間決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧
下さい。 
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１．当中間決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当中間連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の継続的な金融緩和等を背景に、設備投資

や企業収益、雇用情勢の改善等、緩やかな回復傾向で推移いたしました。一方、新興国の経済成長鈍化懸念、米国の

新政権の施策動向や金融・為替の不透明感等、依然として世界経済の不安要素を抱えております。 

このような経営環境下のなか、当社グループは「最新技術により、ものづくり分野の業務改革に貢献する」をキー

ワードに、引き続き製造業の様々な装置設計開発部門を中心に２次元ＣＡＤトレースから始まり、３次元ＣＡＤモデ

リングを経て、より高度な技術である機械設計や解析業務において専門技術をもった技術者が技術者派遣・チーム請

負・受託開発をお客様のニーズにあわせ提供してまいりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は847,434千円、営業利益は19,290千円、経常利益は2,000千円、

中間純利益は980千円となりました。 

なお当社グループは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較は行って

おりません。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

(ア) 流動資産 

当中間連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ114,903千円増加し634,914千円とな

りました。これは主として、現金及び預金の増加103,879円が主な変動要因であります。 

(イ) 固定資産 

当中間連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べ3,292千円増加し236,052千円となり

ました。これは主として、リース資産（無形固定資産）の増加4,386千円が主な変動要因であります。 

(ウ) 流動負債 

当中間連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ20,866千円減少し255,785千円とな

りました。これは主として、１年内返済予定の長期借入金の減少48,699千円、未払費用の増加23,775千円が主な変

動要因であります。 

(エ) 固定負債 

当中間連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べ142,927千円増加し609,257千円とな

りました。これは主として、長期借入金の増加139,510千円が主な変動要因であります。 

(オ) 純資産 

当中間連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ3,865千円減少し5,925千円となりまし

た。これは主として、当中間純利益の増加980千円、配当金の支払いによる減少4,845千円が主な変動要因でありま

す。 

①  キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、318,817千円で前連結会計期間末に

比べ103,879千円増加となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、獲得した資金は37,408千円となりました。これは主として、税金等調整前中間純利益2,000千円、

減価償却費17,170千円、未払費用の増加23,775千円等で資金が増加した一方で、たな卸資産の増加4,247千円等により

資金が減少したことであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は14,670千円となりました。これは主として、無形固定資産の取得による支出10,013

千円、有形固定資産の取得による支出2,993千円等により資金が減少したことであります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、獲得した資金は81,141千円となりました。これは主として、長期借入れによる収入による増加

485,000千円した一方で長期借入金の返済による支出による減少394,189千円等により資金が増加したことであります。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成30年３月期における通期連結業績予想につきましては、平成29年９月19日に公表いたしました「事業計画の概

要について」から変更はございません。 
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

（１）中間連結会計期間における重要な子会社の異動 

   該当事項はありません。 

 

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  （修正再表示） 

前連結会計年度において計上されていたソフトウエアのうち、一部は稼働前の自社利用のソフトウエアに係る制作

費であり、ソフトウエア仮勘定に計上すべきものでありました。このため、前連結会計年度の連結貸借対照表において

「ソフトウエア」に表示していた87,167千円は、「ソフトウエア」53,491千円、「ソフトウエア仮勘定」33,676千円とし

て修正再表示を行っております。 

なお、前連結会計年度の損益及び１株当たり情報に対する影響はありません。 
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３．中間連結財務諸表 

（１）中間連結貸借対照表 
  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（平成29年９月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 214,937 318,816 

受取手形及び売掛金 222,210 223,932 

商品及び製品 － 3,750 

仕掛品 41,563 42,108 

原材料及び貯蔵品 675 628 

繰延税金資産 11,799 11,799 

前払費用 23,868 28,943 

その他 5,035 6,246 

貸倒引当金 △80 △1,311 

流動資産合計 520,010 634,914 

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,932 8,016 

工具、器具及び備品（純額） 3,348 4,241 

リース資産 （純額） 7,547 6,560 

その他（純額） 0 0 

有形固定資産合計 17,827 18,818 

無形固定資産   

リース資産 16,564 20,951 

ソフトウェア 53,491 48,631 

ソフトウェア仮勘定 33,676 33,200 

その他 1,417 3,828 

無形固定資産計 105,149 106,611 

投資その他の資産   

投資有価証券 170 170 

長期貸付金 14,860 15,855 

長期前払費用 19,101 18,640 

保険積立金 52,521 52,994 

保証金 21,490 21,321 

その他 1,640 1,640 

投資その他の資産合計 109,783 110,622 

固定資産合計 232,760 236,052 

資産合計 752,771 870,967 
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  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（平成29年９月30日） 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,313 9,381 

短期借入金 2,000 － 

１年内返済予定の長期借入金 141,527 92,828 

リース債務 5,726 7,347 

未払金 13,522 13,000 

未払費用 61,295 85,071 

未払法人税等 780 1,019 

未払消費税等 23,309 27,468 

賞与引当金 9,486 9,508 

その他 6,690 10,158 

流動負債合計 276,651 255,785 

固定負債   

長期借入金 403,151 542,661 

リース債務 20,694 22,865 

長期未払金 17,979 16,687 

退職給付に係る負債 24,504 27,043 

固定負債合計 466,329 609,257 

負債合計 742,980 865,042 

純資産の部   

株主資本   

資本金 81,865 81,865 

資本剰余金 2,180 2,180 

利益剰余金 △74,255 △78,121 

株主資本合計 9,790 5,925 

純資産合計 9,790 5,925 

負債純資産合計 752,771 870,967 
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書 

①中間連結損益計算書 

 (単位：千円) 

 
当中間連結会計期間 

(自  平成29年４月１日 
至  平成29年９月30日) 

  売上高 847,434 

  売上原価 632,934 

  売上総利益 214,499 

  販売費及び一般管理費 195,208 

  営業利益 19,290 

  営業外収益  

    受取利息 7 

    受取配当金 2 

  助成金収入 2,151 

    その他 2,033 

    営業外収益合計 4,195 

  営業外費用  

    支払利息 5,451 

    上場準備費用 14,337 

  その他 1,696 

    営業外費用合計 21,485 

  経常利益 2,000 

  税金等調整前中間純利益 2,000 

  法人税、住民税及び事業税 1,020 

  法人税等合計 1,020 

  中間純利益 980 

  親会社株主に帰属する中間純利益 980 
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②中間連結包括利益計算書 

 （単位：千円） 

 

当中間連結会計期間 

(自  平成29年４月１日 

  至  平成29年９月30日) 

中間純利益 980 

その他の包括利益  

その他の包括利益合計 － 

中間包括利益 980 

 （内訳）  

 親会社株主に係る中間包括利益 980 

 非支配株主に係る中間包括利益 － 
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③連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）                       （単位：千円） 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 81,865 2,180 △74,255 9,790 9,790 

当中間期変動額      

中間純利益   980 980 980 

 剰余金の配当   △4,845 △4,845 △4,845 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） 

     

当中間期変動額合計 － － △3,864 △3,864 △3,864 

当中間期末残高 81,865 2,180 △78,121 5,925 5,925 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：千円） 

 

当中間連結会計期間 

(自  平成29年４月１日 

  至  平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純利益 2,000 

減価償却費 17,170 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,231 

賞与引当金の増減額（△は減少） 22 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,539 

受取利息及び受取配当金 △10 

支払利息 5,451 

売上債権の増減額（△は増加） △1,721 

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,247 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,931 

未払金の増減額（△は減少） △522 

未払費用の増減額（△は減少） 23,775 

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,159 

その他 △3,286 

小計 43,630 

利息及び配当金の受取額 10 

利息の支払額 △5,451 

法人税等の支払額 △781 

営業活動によるキャッシュ・フロー 37,408 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △2,993 

無形固定資産の取得による支出 △10,013 

貸付けによる支出 △1,882 

貸付金の回収による収入 692 

その他 △473 

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,670 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の返済による支出 △2,000 

長期借入れによる収入 485,000 

長期借入金の返済による支出 △394,189 

リース債務の返済による支出 △2,824 

配当金の支払額 △4,845 

財務活動によるキャッシュ・フロー 81,141 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 103,879 

現金及び現金同等物の期首残高 214,938 

現金及び現金同等物の中間期末残高 318,817 
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（５）中間連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

    該当事項はありません。 

 

 
  

（セグメント情報等） 

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

 


